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〈研究ノート〉

「コロナ禍における子ども・若者を対象とした

災害ソーシャルワーク：

NPOでの参与観察からの分析」

荒　井　和　樹

アブストラクト（要旨）：

　本稿は、新型コロナウィルス感染症拡大を「災害」に含めたうえで、子ど

も・若者を対象とする災害ソーシャルワークの内容・方法を検討した。参与

観察の対象は、災害ソーシャルワークの被災地主体・被災者主体の原則か

ら、コロナ禍においても災害当事者である子ども・若者と活動を行うNPO

を選定した。そして、NPOで活動する災害ボランティアとソーシャルワー

カーの動きを観察しながら、活動記録と照らし合わせて時系列に整理した。

　観察記録と活動記録の分析から、子ども・若者を対象とした災害ソーシャ

ルワークの内容・方法について検討した。その結果、（１）アウトリーチ・

ニーズキャッチのほか、（２）アセスメント（３）エンパワメント（４）プ

ランニング（５）モニタリング（６）資源開発（７）権利擁護（８）スー

パービジョンの８項目に加え、ソーシャルアクションを合わせた９項目が

導き出された。一方、移動や外出自粛要請、援助機関閉鎖などの理由から、

チームケアやコーディネート機能を明らかにすることができなかった。本研

究のように疫病や流行病を対象とした災害ソーシャルワーク研究の蓄積は浅

く、今後研究が蓄積され、ソーシャルワーク実践に還元されていくことが期

待される。



― 208 ―

荒　井　和　樹

キーワード：災害ソーシャルワーク・NPO・ソーシャルアクション・アウト

リーチ

1．問題の背景

　新型コロナウィルス感染症（COVID-19）拡大により、休校措置や公共施

設の閉鎖が行われた。緊急事態宣言による移動や外出自粛要請は、子ども・

若者の生活環境に多大な影響を与え、子どもたちの居場所の縮小や児童虐待

の増加が懸念されている。国立成育医療研究センターによる「コロナ×こど

もアンケート第１回調査報告」では、7割を超える子どもたちがストレス反

応を呈していること、保護者の6割以上がこころに何らかの負担を感じてい

ることが明らかになった（国立成育医療研究センター2020）。

　「災害ソーシャルワーク」の研究は2011年の東北大震災以降に発表され

ており、研究で扱われる「災害」は地震や豪雨、洪水が中心となっている。

たとえば、東日本大震災での実践報告は、遠藤（2013）や野口（2016）、

日本社会福祉士会や日本精神保健福祉士協会などが行っており（日本社会福

祉士養成校協会2013）、加納（2012）や山本（2016）は、新潟県中越沖

地震における実践報告をしている。三浦（2013）や大橋（2020）は、災害

時におけるソーシャルワークに関する文献研究を行っているが、そこで報告

される事例においてもコレラや新型インフルエンザ等の流行病は含まれてい

なかった。上野谷（2013：207）は日本では災害ソーシャルワークについ

て十分な議論や研究がなされていないことを指摘し、実践研究の必要性を主

張した。

２．本研究の目的

　新型コロナウィルス感染症拡大によって、地域に物的被害をもたらすだ

けでなく、人々のふだんの暮らしにさまざまな打撃を与えていることはい

うまでもない。地震や津波、豪雨水害のような大規模自然災害と同様に、住
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居や家族を失う事例や、精神面、健康面にも負担が生じており、新たな災害

ソーシャルワークの実践が今日、求められている。山本（2016：36）は災

害ソーシャルワークを「被災した地域とそこに生きる人々が災害によって起

こった環境の変化との相互関係の中で直面する課題に対し、その解決に向け

て取組む支援のプロセスそのものをいう。」と定義するが、災害の種類は言

及されていない。

　奈良時代の災害史研究を行った北村（2012：2）は、都市の負の側面に

着目し、疱瘡流行について説明している。「平安京においても、洪水や台風

をはじめとする天災、爆発的な伝染力をもった疫病、住宅が密集したために

被害を拡大した火災など、こうした災害がたえず社会問題を引き起こしてい

た。」と説明し、「疫病も平安京独特の災害」と述べている。

　平安京などの都市は、地方に点在する小さな集団とは異なって、不特

定多数の人間が絶えず出入りする空間でもあったが、このことも、伝染

病を発生させる条件となった。病原は人の移動によってもたらされる。

平安京のような都市は、おのずと伝染病を生む条件を備えていたのであ

り、その意味では、洪水と同じように、疫病も平安京独特の災害であっ

たといえる。

出典：北村優季（2012）『平安京の災害史―都市の危機と再生』吉川弘文

館,74

　また、國井修（2012：4）も疫病、SARS、新型インフルエンザを自然災

害（天災）に分類している。新型コロナウィルス感染症は東京、名古屋、大

阪など国内の大都市を中心に猛威をふるっていることから自然災害といえよ

う。

　そこで、本稿では新型コロナウィルス感染症拡大を「災害」に含め、子ど

も若者を対象としたアウトリーチ実践を続けるNPOでの参与観察から、コ
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ロナ災害におけるソーシャルワークの内容・方法を明らかにする。また、災

害時において社会に声をあげることが難しい子ども・若者を対象としたソー

シャルワークやアウトリーチ実践に関する知見の蓄積、ならびにソーシャル

ワーク研究の進展の一助に資することを目的とする。

３．対象と方法

（１）調査対象

　本研究の対象は、新型コロナウィルス感染症対策により臨時休校、公共

施設の閉鎖、外出自粛の影響を受けた子ども・若者を支援対象とする災害

ボランティアとソーシャルワーカーとする。若者の定義は、各省庁や各事業

により異なるが、新型コロナウィルス感染症対策専門家会議は10代～30代

を若者世代としている（厚生労働省2020）。また、臨時休校中に受け皿と

なった学童保育（放課後児童健全育成事業：児童福祉法第6条3第2項）の対

象（小学生）は本研究の趣旨から外れるため、調査対象から除外した。した

がって、本研究では中学生から30代までを子ども・若者と定義し、次の援

助機関選定の参考とする。

（２）援助機関の選定

　本研究では参与観察を行うため、はじめに援助機関の選定を行った。災害

ソーシャルワークの原則は、「被災者主体」かつ「被災地主体」である。し

たがって、コロナ災害時において、子ども・若者自身がソーシャルワーク実

践（災害ボランティア）に参加している点が選定条件となる。その結果、

NPO法人全国こども福祉センター（以下、NPO）が選定された。具体的な

選定理由は以下のとおりである。

　①3月2日以降、公共施設や援助機関の閉鎖が相次ぎ、組織に所属する

ソーシャルワーカーの活動実態が確認できなかったこと、②愛知県や名古屋

市内で活動する子ども食堂や学習支援、居場所づくり等のNPO活動が休止
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し、活動実態が確認されなかったこと、③ソーシャルワークの機能を持つ災

害ボランティアセンターや中間支援団体についてもオンライン活動にシフト

できず、期待されるソーシャルワーク機能を十分に発揮できていなかったこ

と、④感染症対策により、外部の人間の出入りや調査が受け入れられにくい

状況が続いたこと、⑤コロナ災害中における取り組みが、マスメディア（第

三者機関）によって広く公開されていたこと、⑥災害ボランティアとして、

中高生や大学生、若者が多数参加している実態が確認できる。以上、6点が

挙げられる。

　ただし、筆者が所属するNPOを選定することは、客観性を欠きやすい点

が課題といえる。その点は、マスメディア（第三者機関）の利用によって、

実際に実践内容を外部に公開することで、客観性の確保を図った。NPOに

取材をした朝日新聞（2020）によれば、「外出自粛や休校で孤立する子ど

もの居場所を確保しようと、NPO法人全国こども福祉センターがオンライ

ン空間で交流イベントを開いている。全国の中高生が気軽に参加できる仕組

み・・・以下略」と評価する。なお、オンライン空間での交流イベントと

は、NPOによる「アウトリーチ・カフェ（以下、カフェ）」と呼ばれる取り

組みで、孤立予防や減災を図ることを目的とする活動である。

（３）調査方法

　調査対象となるNPOでは、未成年者含む子ども・若者がボランティアと

して活動している。そのため、適宜ボランティアをサポートしながら観察を

行うことがのぞましい。また、調査対象に選定したNPOの理念と方針は、

「仲間として、ともに活動する」を掲げている。そのため、相談者やクライ

アントという表現は避ける。

　以上のことから、本調査は参与観察者のタイプ（佐藤2002：69）、「観

察者としての参加者」「参加者としての観察者」の二つを採用している。観

察者である筆者は、NPOが運営するLINEグループのうち、コアグループに



― 212 ―

荒　井　和　樹

所属した（表１）。

　ミーティング参加や「カフェ」の参与観察、ミーティング議事録や参加記

録を通して、各グループに所属している災害ボランティアとソーシャルワー

カーの動きを明らかにする。

　分析方法は、川上（2013a：30）が整理した災害ソーシャルワークの5段

階「災害前段階（災害以前）、救出・避難段階（被災直後～1週間）、避難

所生活段階（～半年）、仮設住宅生活段階（～数年）、復興住宅生活・自宅

再建生活段階（～長期）」や「災害に想定される被災者ニーズの時系列変

化に対応したソーシャルワークの内容・方法（川上2013b：42）」から、

「災害以前」と「被災直後～半年」の動きを記録して、災害ソーシャルワー

クの内容や方法（表2）をもとに考察していく。

　調査期間は、「新型コロナウィルス感染症対策専門家会議」基本方針発表

（2020年2月24日）から、ＮＰＯの拠点が置かれる愛知県（名古屋市）の

緊急事態宣言が解除された同年8月24日（6か月間）とした。

（４）倫理的配慮

　倫理的配慮として、調査対象となるNPOの理事会で調査の目的と意義、

調査方法を説明し、情報の取扱いについて承認を得た。調査の実施にあたっ

ては、センターの参加者名簿と記録から得られる情報のみにもとづいて行っ

た。事例を使用する場合には、個人が特定されないよう性別や年齢を出さな

い、もしくは加工するという形で許可を得ている。参与観察やアウトリーチ

に参加するなかで緊急事態や要保護事例に遭遇した場合は、研究調査よりも

被対象者へのサポートを優先した。

４．調査結果

　参与観察の対象としたNPO（全国こども福祉センター）では、災害以前か

ら、適切な支援につながることができない子ども・若者を対象にアウトリー
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チを行っている。具体的には、繁華街での街頭パトロールやSNSでの声か

け、ミーティング、月2回スポーツを通した交流活動などが挙げられる。そ

れぞれの活動は、10代・20代を中心に約130名のボランティアとソーシャ

ルワーカーによって運営されている（表3）。

　ソーシャルワーカーは、コロナ災害の発生以前から情報収集や観察行為

を行っている。NPOでは、2020年3月半ばまで従来どおりの活動が行われ

ていたが、3月下旬にコアグループ内でコロナ災害対策が意識されるように

なった。4月から普段の活動内容に災害対策が盛り込まれ、オンラインによ

る支援活動（カフェやバー）が展開された。カフェやバーの企画や運営を担

当したメンバーを災害ボランティアとして整理している（表３）。オンラ

インによる支援活動（4月～8月）の合計回数は101回、活動時間は19,738

分、参加者数は1,667人であった（表4）。

　調査期間は6か月間に及んだが、参与観察で得られる情報が膨大であった

ため、本稿では2月24日から緊急事態宣言が解除された5月24日までの3か

月間を時系列にまとめ、国や自治体、ＮＰＯで活動する災害ボランティア、

ソーシャルワーカー三者の動きから整理している（表5）。

（１）国・自治体の動き

　2月27日、首相は（3月2日から）全国の小学校・中学校・高校に休校要

請を発表した。3月2日から全国の小中高が休校し、名古屋市内の児童館や

図書館などの公共施設、若者支援で利用されていたオープン型交流スペース

も閉鎖・閉館している。

　4月7日に7都府県で緊急事態宣言、10日に愛知県独自で緊急事態宣言が

発令された。16日、国は愛知県を含む13都道府県を特定警戒都道府県に指

定する。外出や移動の自粛、休業要請を呼びかけた。

　5月4日に緊急事態宣言を5月31日まで延長としたものの、14日には愛知

県が法に基づく緊急事態宣言の対象区域から解除されている。5月25日には
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全国で緊急事態宣言が解除された。

（２）ボランティアの動き

　首相や厚生労働省の発表がコアグループ内で共有されると、コアグループ

と中高生グループで、「活動するか」、それとも「中止するか」の議論がさ

れた。同グループに所属するＯＢメンバーから「中止にすべき」、「感染対

策ができない」という意見があがった。その後、意見を述べる大学生・中高

生メンバーはいなかった。意見が煮詰まったタイミングで、Ａはソーシャル

ワーカーに意見を求めている。Ａはソーシャルワーカーの提案を受け入れ、

中高生グループ内で中高生に意見を尋ねた。中高生メンバーからは、街頭パ

トロールや事務所の開放など、活動継続に対する要望が確認された。Ｃは活

動を継続するため、ボランティアを対象とした感染予防のルール（事務所利

用ルール）作成を提案した。Ｃはソーシャルワーカーに相談し、事務所利用

ルールを作成した。翌日、作成した「事務所利用ルール」をコアグループ内

で共有したところ、承認された。

　荒天のため、2月29日の街頭パトロールは中高生グループとコアメンバー

の判断で中止された。3月7日から3月25日までは、通常通り街頭パトロー

ルとミーティングが開催された。コアグループで「活動参加を自粛する」と

宣言するボランティアもいた。

　3月後半から、コアグループや中高生グループ内で発言が見られなくなっ

た。グループ内でコミュニケーションが十分にされないまま、3月28日の

街頭パトロールが中止となった。4月1日も同様にミーティングが中止され

た。

　Ａは４月3日、コアグループで街頭パトロール開催の可否について意見を

求めたが、所属メンバーから返信が得られなかった。Ａは、活動当日（4

月4日）も再度コアグループで「活動するか」「中止するか」の意見を求

めた。その結果、6名が反応した。「自粛すべき」「感染対策が弱い」が4
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名、「感染対策を図りながら活動する」が2名であった。Ｄはコアグループ

で「中高生グループも議論の結果、多数決をすることになった」と報告し

た。続けてＤは、多数決の結果（回答者7名：活動しない6名、活動する1

名）を報告した。この結果を受けて、Dはコアグループで再度意見を求める

と、反応した3名全員が中高生グループの意見に賛同した。NPOの全グルー

プに対して、当日夜20時から自由参加のオンラインミーティングが開催さ

れることが告知された。参加を希望したボランティアのうち、オンライン環

境が整えられない者もいた。感染ルールを遵守するよう伝え、事務所にある

パソコンを利用して参加することを認めた。その結果、NPOに所属する26

名のボランティアがミーティングに参加した。

　ミーティングでは、「自分たちに出来ることは何もない」「世間から非難

される」「ＳＮＳで叩かれる」「ＮＰＯのイメージが悪くなる」など、活動

することでのリスクやデメリットが共有された。自粛期間が長引き、無力感

や喪失感、脱力感を語る参加者もいた。一部の中高生ボランティアからは、

「活動したい」「災害時こそ声かけや居場所が必要」という意見があがっ

た。中高生の発言に、ほかの参加者も賛同した。

　ミーティング終了後、Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄと中高生ボランティアを中心に、

オンラインの企画・活動に向けた体制整備が進んだ。15日にはＡ・Ｂ・Ｃ

によるYouTubeライブによる友達づくり企画・新歓イベントが開催された。

18日からは、Twitter連携アプリ「質問箱」の設置と「カフェ」が開始され

ている。司会はＡとソーシャルワーカーの二人が務め、参加者に開催目的の

共有と活動終了後の反省会開催が告知された。

　翌週の25日、ＡとＢの発案で「アウトリーチ・バー（以下、バー）」が

開催された。バーは原則0時から2時までのオンライン開催で、カフェに参

加することができない児童・若年層を対象とした居場所づくり活動である。

それぞれの活動は、自粛期間中に楽しかったことや大変だったことが共有

される企画が含まれている。そこで、参加者から「誰とも会えず、寂しい」



― 216 ―

荒　井　和　樹

「無気力で鬱のような症状が出ている」「親と過ごす時間が増えて、トラブ

ルが多くなった」「家出している友達がいる」などの困り事が共有されてい

る。

　NPOに所属するボランティアは、カフェやバーの参加を通して、zoomア

プリの導入方法やミーティングのアクセス方法、活動の進め方を体験的に

学んだ。5月９日からは中高生ボランティアがカフェの企画と司会進行を務

め、中高生によって運営がされるようになった。カフェの活動前に打ち合わ

せ、終了後に反省会を30分間行っている。ミーティングでは、反省点や新

規参加者から提出されたアンケート結果が共有されている。各活動の参加者

は10代・20代ソーシャルワーカーのほか教員や保健師、保育士など対人援

助専門職が一名以上参加している。

（３）ソーシャルワーカーの動き

　ソーシャルワーカーは常時、新型コロナウィルスに関する情報収集を行う

ため、SNSの活用とNPO活動への参加を通して、中高生・若者の動きを観察

している。普段から交流を重視し、関係性を構築することで潜在的なニーズ

の把握に努めている。2月24日、情報集を通して、学生が参加できるオンラ

インイベントを発見した。コロナ災害においてもオンラインイベントなら参

加できると考え、参加条件に該当するＣに紹介した。

　ソーシャルワーカーは、連日メディアやSNS上で専門家や活動家がコロナ

災害に対して積極的に発言する姿を確認した。活発に議論するのは専門家ば

かりで、子どもは災害対策に意見を述べたり、参加したりする機会がなく、

単なる情報の消費者となっている。コロナ災害中は、子どもや若者の意見を

発信する機会が少ないだけでなく、要支援者の発見やニーズを把握する仕組

みが欠けていることが課題意識としてあった。ソーシャルワーカーは、SNS

やコアグループで中高生の意見をきくことの重要性を繰り返し伝えた。

　2月29日、ソーシャルワーカーは中高生や大学生ボランティアが集う事務
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所に足を運んだ。中高生・コアグループ、当日ボランティアの意見を直接聞

いたり、参加者全体で意見交換をしたり、新型コロナウィルスに関する情報

共有の機会を設けた。そこで、Ａからの個別相談を受けている。これらの

実践は、予防・減災のためのネットワークづくりとアウトリーチ・ニーズ

キャッチを意識した取り組みである。3月2日、NPOが居場所開放をするこ

とをFacebookとTwitterで発信した。Ｃと作成した「事務所利用ルール」を

画像添付し、公開している。

　3月5日、Ａから相談を受ける。内容は①「コロナ災害時に子どもたちと

街頭パトロールをすることへの世間からの批判」②「災害ボランティア組織

の運営課題」の二点である。

　①の相談内容に対しては、「コアメンバーを含めてボランティア参加希望

者が、何のためにやるのか（目的）を確認し、自分たちで開催の可否を決め

たらどうか」と回答。②の相談内容に対しては、2月からコミュニケーショ

ンが取れないボランティアが増えているため、ボランティア一人ひとりと面

談実施をしたらどうか、と助言した。

　ソーシャルワーカーは、3月7日から3月25日までフットサルなど対面活

動に積極的に参加し、参加者の行動を観察した。また、同期間にオンライ

ンでの活動事例を調査している。3月28日、発見した活動事例をCに共有す

る。コアグループでは発言せず、見守りの立場を続け、ボランティアの行

動を観察する。3月後半から、コアグループに所属するメンバーのモチベー

ションが著しく下がり、活動の方向性を見失っていることに気づく。

　4月2日、コアグループに対し、「コロナ災害により虐待被害で悩んだ

り、孤立する子ども・若者が増える恐れがある」と伝え、アウトリーチや居

場所づくりの必要性を伝えた。活動事例などの具体案は挙げず、「オンライ

ンによるミーティングなら参加しやすい？」「会議ができる環境を整備でき

る人はいるかな？」と問いかけた。アプローチの目的は、コアグループで

の情報共有と意思決定機会、支え合いの場を確保することにある。コアグ
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ループでは、Ｂから「やります！」、Ａから「まかせろ！」という意見が

あがった。ほかのメンバーからはLINEグループで意見が出なかったため、

「日時を決めて、zoomやテレビ電話で話す機会をもちたい」と伝えた（4

月3日）。災害時も子ども・若者が意思を表明しやすい環境づくりを目指し

て、ソーシャルワーカーによるサポートが必要と判断したからである。

　4月4日、コアグループメンバーに向けて、「多数決でよいのか」「意見

が言えない、言いにくいメンバーの存在、少数派の意見は尊重できている

か」について、確認した。その後、Ａと協力してオンライン環境を整え、

zoomによるオンラインミーティングを開催する。そこで、活動再開を希望

する中高生やボランティアの意向を確認した。また、臨時休校や援助機関閉

鎖の影響を考えてもらう機会を設けた。さらに、子ども・若者の孤立、虐待

や自殺リスクの増加など課題の共有を図ることができた。課題への具体的

なアクションとして、SNSによる声かけ・情報発信、オンラインミーティン

グ、カフェなどの居場所づくり活動の事例を紹介し、参加者に共有された。

多数の参加者から「コロナ災害時こそ、活動しよう」という意見もあがっ

た。次第に参加者内で「オンラインでも出来る方法について考え、やってみ

よう」と災害対策に意識が向かうようになる。ミーティング終了後、ソー

シャルワーカーはSNSのフォロワーに向けて、外出自粛や支援機関閉鎖によ

り発生した問題を解説した。問題を広く共有することで、災害対策に主体的

に参加できる人々を増やすことがねらいである。

　4月6日、支援情報の掲載と支援情報へのアクセシビリティを高めるため

の工夫として、オンライン相談専用（特設）サイトの作成を手伝う。また、

オンライン居場所づくりの開所時間について、Twitterユーザーを対象にア

ンケート調査を実施し、オンライン活動に参加しやすい時間帯（20時～21

時）を導き出す。4月12日、Ａ・Ｂから意思疎通をスムーズに図りたいとい

う要望があり、運営グループを作成。すぐに運用を開始する。オンライン相

談窓口の設置やカフェオープンに伴い、県議会議員に「子ども・若者を対象
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としたオンライン居場所の整備」を求め、メディアにもプレスリリースを

打っている。新聞社やテレビ局への取材対応は、災害ボランティアと行っ

た。これらの取り組みは、ソーシャルアクションを意図したものである。同

時に、ボランティア自身が社会にはたらきかけることの必要性を学ぶ目的が

ある。

　4月18日、災害ボランティアや参加者に呼びかけ、反省会の開催やフィー

ドバックを行う機会をつくることを提案。災害前に行っていた従来活動も、

参加者全員で改善点を出し合う場が設けられている。これは、活動理念や目

的の共有とピアスーパービジョンを意図している。

　4月30日、支援機関や保護者を対象とした動画を作成し、YouTubeやＳＮ

Ｓで配信、拡散する。動画内容は、相談へのハードルや申請主義の課題を簡

潔に説明し、オンラインカフェなどの交流機会や居場所の必要性を伝えてい

る。

　5月24日、ソーシャルワーカーは災害ボランティアと一緒にアウトリー

チ・シンポジウム（オンラインイベント）を開催する。アウトリーチで出

会った子ども・若者の登壇と発信機会を設けることがねらいである。ソー

シャルワーカーは、対人援助職を対象とした研修講師（5月23日）や、上記

シンポジウムを通して、専門職にカフェやオンラインミーティングへの参加

を呼びかけている。NPOに所属するボランティアが活動内容を客観的に見る

ことができるよう、各活動に外部のソーシャルワーカーや弁護士、保健師、

医師などの対人援助専門職に参加してもらうことが必要と考えたからであ

る。

５．考察

　本稿では、参与観察で得られた情報と、川上（2013b：42）の「災害に

想定される被災者ニーズの時系列変化に対応したソーシャルワークの内容・

方法」から、コロナ災害におけるソーシャルワークの内容と方法を検討す
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る。

（１）アウトリーチ・ニーズキャッチ

　ソーシャルワーカーは、中高生との年齢が離れているものの、中高生や学

生ボランティアとの交流を図っていた。たとえば、定期的に繁華街に出向い

たり、スポーツをしたり、SNSやzoomを活用して対話の機会をつくってい

る。これらのアウトリーチ実践を通して、中高生や学生ボランティアと信頼

関係を築き、子ども・若者のニーズを把握するよう努めていた。

　災害ソーシャルワークの特徴を集約した遠藤（2013）は、「初期的なア

セスメントと気づき」と「アウトリーチによってニーズを見つける」点を強

調する。遠藤は「対象者が定まらない災害時には、ソーシャルワーカーが積

極的に被災地に出向き潜在的ニーズを探し出している。また、ニーズを表出

できない、あるいは自らのニーズを認識していない場合、ソーシャルワー

カーが積極的アプローチすることでニーズを意識化することができる。」と

説明している。

　ソーシャルワーカーは、繁華街やSNS、事務所など中高生や学生ボラン

ティアが集う活動場所に足を運んだり、オンラインミーティングに参加し

たりすることで、被災当事者となる以前から、コミュニケーションや信頼関

係の構築に時間をかけていた。被災直後における要援護者の安否確認・発見

は、災害ソーシャルワークの最初の過程であると川上（2013b）は主張す

る。ソーシャルワーカーは、災害以前から子ども・若者に直接声をかけ、ボ

ランティア参加を促しており、予防・減災のためのネットワークづくりを

行っていた。これも被災当事者のニーズキャッチにおいて重要な工程といえ

よう。

　災害ボランティアは、中高生や大学生がメインで構成されている（表

３）。山本（2016：41）は、「学生による訪問活動は、被災地でのボラン

ティア活動でありながら、災害ソーシャルワークにおけるアウトリーチ（積
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極的なニーズキャッチ）という機能を果たしていた」と述べる。NPOで活動

する災害ボランティアは同世代の中高生、友達をカフェやバーの取り組みに

誘っている。この点においても、アウトリーチ・ニーズキャッチが意図され

ているといえよう。

（２）アセスメント

　ソーシャルワーカーは、2月から新型コロナウィルス感染症に関する情報

を集め、報道や複数の研究者や専門家の意見をもとに、事前に国や自治体の

動向予測や把握を試みていた。被災直後（臨時休校や援助機関の閉鎖）か

ら、子ども・若者の生活状況の把握が困難となると考え、活動参加により、

信頼関係の構築やネットワークの強化を図っている。

　前述にもあるように、遠藤（2013）は災害ソーシャルワークの特徴とし

て、「初期的なアセスメントと気づき」を挙げている。具体的には、「ソー

シャルワーカーは現場に出向き、『何が必要か』『何ができるか』をイメー

ジしながら調査を行い、限られた情報に基づく短時間で初期的なアセスメン

トを行う。」としている。

　一方、野口（2016：200）は「時間をかけて、常に相手の想いを含めた

ニーズアセスメントを意識するということが重要」と主張する。しかし、災

害被害（移動や外出自粛）によって、ボランティア内でコミュニケーション

や意思疎通が図れなくなるという課題が生じた。

　そこで、ソーシャルワーカーは4月から新たなアセスメントの方法とし

て、テレワークアプリ（zoom）を活用している。zoomを利用することで、

感染症対策をとりながら、日常的に子どもや若者とかかわることができる。

LINEグループへの所属や活動参加しながらも見守りや聞き役に徹してい

る。これは、参加者の子ども・若者の主体性を奪わないよう意識しつつ、信

頼関係形成を図るためである。

　テレワークアプリを活用したカフェやバーという取り組みは、子ども・若
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者が気軽に参加できることから、困りごとの共有や居場所としての機能を

担っている。ソーシャルワーカーや弁護士、教員、保健師等の対人援助専門

職も気軽に出入りしているため、多職種による多角的なアセスメントが期待

できる。

（３）エンパワメント

　ソーシャルワーカーは、災害前からネットワーキングに力を入れてお

り、オンラインミーティングを行うことで、コロナ災害による子ども・若

者の孤立、虐待や自殺リスクの増加など、課題の共有を図っている。野口

（2016：199）は課題の共有化を通して、社会的孤立感を作り出さないと

いうこと、自らの問題解決能力によって方向付ける（エンパワメント）こと

の重要性を説明している。また、「被災地主体」「住民主体」は災害ソー

シャルワークの原則であり、支援する側や「支え合いの主体」への転換は、

個々が元気を取り戻すエンパワメントの機会と山本（2018：57）は述べて

いる。

　災害発生直後、NPOに所属する子ども・若者は、災害対策に参加する機会

も得られず、単なる情報の消費者となっていた。コロナ災害により通常活動

が中止になると、無力感や喪失感、脱力感が語られるようにもなった。

　ソーシャルワーカーは、ミーティングの参加者全員にコロナ災害に関する

情報提供を行い、全校休校や援助機関の閉鎖、移動や外出自粛によるリスク

について考えてもらう機会を設けた。問題を共有することで、参加者全員が

災害対策について考え、行動できるように促すことがねらいである。5月以

降、中高生ボランティアが企画運営を行うようになった。これは、支援の受

け手（客体）である被災当事者が災害ボランティア（主体）に移行する実践

で、中高生が持っている能力を発揮する機会につながっている。
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（４）プランニング

　ソーシャルワーカーは、コロナ災害の具体的な対策案を共有する前に、

ミーティングの参加者全員に考えてもらう機会を設けている。ミーティン

グに参加する中高生や学生ボランティアも被災当事者であり、ともに援助計

画や支援内容を考えることが重要と判断したためである。課題の共有を図っ

た後、参加者とともに具体的な対策案を考えている。子ども・若者の意思表

明、意思決定の場としてオンラインミーティング、居場所づくり、交流機会

の提供など、支援の場としてのカフェ（居場所づくり）を被災当事者ととも

に導き出している。

（５）モニタリング・評価

　ミーティングでは、子ども・若者の情報が共有されることがある。そこ

で、カフェもしくはバーによるコミュニティによるグループワークによる支

援、もしくは面談や個別支援が検討される。川上富雄（2013b）は、要援護

者の安否確認・発見の次の過程として「発見した要援護者のサービスへの橋

渡しとモニタリング」をあげている。中高生ら災害ボランティアが運営する

「カフェ」では、活動終了前と活動終了後に打ち合わせと反省会を30分間

行っている。ミーティングでは、活動の反省点や新規参加者から提出された

アンケート内容が共有され、改善点や課題を災害ボランティアとソーシャル

ワーカーで共有している。

（６）資源開発

　全校休校や公共施設の閉鎖など、災害時には多くの資源が消失、機能不全

となる。ソーシャルワーカーは、災害発生後のニーズを予測し、オンライン

での活動事例を探したり、学生ボランティアのアイデアを生かしたりするな

どして、新たなコミュニティづくりの準備を行っていた。資源開発の過程で

は、学生ボランティアとコミュニケーションを図りながら協働で取り組むよ
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うに心がけた。その結果、新たな資源としてオンライン相談特設サイト、カ

フェ、バー、質問箱の取り組みのほか、所属ボランティアが6月に立ち上げ

た高校生カフェ、8月から始まった研究会活動など、新たなインフォーマル

資源が生まれている。

　また、子どもだけでなく、若者をカバーする社会資源の開発は希少であ

る。湯浅・仁平（2007）や岩田（2011）、岡部（2019：13）によると、

若者は稼働年齢層であることから、企業あるいは家族を介して提供される社

会保障機能で足りると考えられ、若者が社会福祉の対象になりづらかった

ことが言及されている。岡部や金山（2008）からも児童福祉の領域で若者

支援を考える際には、年齢規定という制度上の課題も指摘されている。した

がって、災害ソーシャルワークの実践においても、若者を含めた支援を検討

していく必要があるといえよう。

（７）権利擁護

　ソーシャルワーカーは、支援情報にたどりつくことが困難な子ども・若者

を想定して、オンライン相談特設サイトの設置や、被災当事者が活用できる

制度・サービスなどの支援情報を掲載している。4月からSNS上で設置した

「質問箱」機能は、子ども・若者になじみ深いTwitter連携アプリであり、

匿名で利用できる。質問箱でグループやコミュニティに馴染めない子ども・

若者に対する相談支援機能が期待できる。

　カフェ、バーの活動は、孤立予防や減災を目的として、交流やネットワー

クの構築、学習機会の提供を行っている。予防的な働きかけは援助の選択肢

が広がると岩間（2012：9）は指摘するように、孤立予防や災害に対する

学習機会の提供は、子ども・若者をエンパワメントし、レジリエンスを高め

ることが期待できる。小西（2007）も、権利擁護に関わるエンパワメント

やストレングス、ナラティブなどの現代の実践理論やアプローチは「クライ

エントを中心に据えること」が焦点のひとつと説明している。
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　NPOは、社会人や専門職も出入りしているが、感染リスクから「移動や

外出を自粛すべき」という意見が多数派となっていた。宮川（1978：34）

は、「アドボカシーとは、自らの権利や利益や訴えを自分で主張し実現でき

ない社会的弱者に代わって主張すること」と定義する。ソーシャルワーカー

は、多数決で意思決定を行うコアグループに介入し、意思決定の方法に対

する問いかけや、中高生の意見をくみ取ることの重要性を伝えている。災害

ボランティアに対しても、支援につながることができない層へのアプローチ

（アウトリーチ）の方法について、考えてもらう機会を設けている。こうし

た実践は、アドボカシーについて学べる環境を整えようとする取り組みであ

るといえよう。

（８）スーパービジョン

　ソーシャルワーカーは、災害発生前から子ども・若者と活動しているた

め、災害ボランティアがバイジー、ソーシャルワーカーがバイザーとしての

関係性が築かれている。ミーティングやカフェも原則としてソーシャルワー

カーや弁護士、保健師、医師など対人援助専門職が一名以上参加しており、

グループスーパービジョンの機会が設けられている。活動後の反省会は、災

害ボランティアの参加者全員で改善点や目的の共有を行っている。これは、

ピアスーパービジョンを意図しているといえる。

（９）ソーシャルアクション

　これまでの災害ソーシャルワーク研究で、ソーシャルアクションの体系化

を図っている研究は確認できなかった。ソーシャルアクションは、ソーシャ

ルワークの制度改善や、社会問題の解決、社会福祉の向上や社会変革、前述

した権利擁護を目的として行われることもある。高良（2013）によれば、

「日本の社会福祉士はソーシャルアクションに対する関心は薄く、構造的変

化を含めたソーシャルアクションの認識が半数以下などの課題が指摘され、
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本来のソーシャルアクションを実践できている社会福祉士は一部である」と

報告されている。

　一方、NPOで活動するソーシャルワーカーは、災害時もソーシャルアク

ションを重視しており、積極的な情報発信と世論へのはたらきかけを行って

いた。被災当事者である子ども・若者のニーズと、当事者による活動から生

まれた資源を広く共有している。SNSでの情報発信に加え、マスメディアへ

のプレスリリースを行い、テレビ放送や新聞報道に繋げている。世論にはた

らきかけるための手段として、マスメディアの発信力を活用することは有効

である。地方議員に対しても直接はたらきかけを行い、オンラインでの居場

所づくりやアウトリーチ支援の必要性を自治体に伝えている。

６．今後の課題と展望

　本研究は、新型コロナウィルス感染症拡大を「災害」に含めたうえで、子

ども・若者を対象とする災害ソーシャルワークの内容・方法について検討を

行った。NPOでの参与観察の結果、コロナ禍における災害ソーシャルワーク

の内容・方法として、（１）アウトリーチ・ニーズキャッチのほか、（２）

アセスメント、（３）エンパワメント、（４）プランニング、（５）モニ

タリング、（６）資源開発、（７）権利擁護、（８）スーパービジョン、

（９）ソーシャルアクション実践の９項目が導き出された。ソーシャルア

クションを除く8項目は、過去の災害ソーシャルワークで整理されてきた方

法・内容と共通点が見出された。一方、移動や外出自粛要請、援助機関閉鎖

などの理由から、チームケアやコーディネート機能を明らかにすることがで

きなかった。

　本研究の課題は、３点あげられる。1点目に今回は1団体、１事例のみか

らの検討に過ぎないため、導き出された災害ソーシャルワークの方法につい

て十分に議論できなかったこと。2点目は、コーディネートやチームケアの

方法や内容を明らかにできなかったこと。3点目は、参与観察の調査期間は
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半年間に及んだものの、調査期間の後半部分（2020年5月25日から8月24

日）の分析ができなかった点である。

　新型コロナウィルス感染症のように、流行病を対象とした災害ソーシャル

ワークに関する研究の蓄積は浅く、具体的な実践内容や方法が明らかにされ

ているとはいえない。本稿で紹介した事例や研究成果が、ソーシャルワーク

実践者の支えとなることを期待している。

表１　調査対象のＮＰＯ組織体制（LINEグループ）

グループ名 人数 年代 職業 役割と目的

※運営グループ 4 20代 大学生・会社員

活動を支える、環境を整
える
中高生・コアグループと
の交流

コアグループ 16 10代
20代

中学生・高校生・
大学生・会社員・
公務員・無職

全体ミーティング開催・
意思決定
中高生・運営グループと
の交流

中高生グループ 12 10代 中学生・高校生

中 高 生 ミ ー テ ィ ン グ 開
催・意思決定
中高生の意見をくみあげ
る

当日ボランティア 130 10代
20代

中学生・高校生・
大学生 活動に関する情報の取得

※運営グループは4月12日に作成されている。
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表２　災害に想定される被災者ニーズの時系列変化に対応したソーシャルワークの内
容・方法

期待 災害以前 被災直後～一週間 ～半年

想定される場面 地域 救出・避難 避難所生活

災害ソーシャル
ワークの内容

①防災への関心喚
起の啓発活動

②災害に備えた住
民の学習支援

③住民活動を支え
る諸資源の情報
提供・斡旋・仲
介

④災害弱者の把握
（常時更新）

⑤地域組織づくり

①要援護者の安否確認・発見
②発見した要援護者のサービスへの橋渡

しとモニタリング
③葬儀の手配
④必要物資の確保と供給
⑤安全で衛生的な環境の保持
⑥被災家屋等の片付け・後始末（必要な

物品の探索）
⑦①～⑥を手伝ってくれるボランティ

ア・ＮＰＯ等（専門技術を持つ人も
含む）の募集・確保・養成・配置・
管理等のコーディネート全般

⑧他支援組織や他専門職との連携、後方
支援

⑨生活・福祉相談窓口の設置と対応
⑩生活保護や生活福祉資金の紹介・斡旋

災害ソーシャル
ワークで用いられ
る方法・機能

啓発・教育／
組織化／
ネットワーキング

アウトリーチ・ニーズキャッチ／アセス
メント／プランニング／ネットワーキン
グ／チームケア／コーディネート／資源
開発／組織化／モニタリング／エンパワ
メント／アドボカシー／評価

各段階における
ソーシャルワーク
の特徴

予防的視点 緊急対応
救命／生命維持
外部からの応援（ソーシャルワーク版
「D-MAT」）

出典：川上富雄（2013b）「災害ソーシャルワークの展開」日本社会福祉士

養成校協会編『災害ソーシャルワーク入門―被災地の実践知から学ぶ』中央

法規出版42頁（一部省略）
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表３　災害ボランティアの特徴（年代・職業）と所属グループ

No. 名前 年代 職業 所属グループ

1 A 20代 大学生 運営・コア・中高生

2 B 20代 会社員 運営・コア

3 C 20代 大学生 運営・コア

4 D 20代 大学生 コア・中高生

5 E 10代 大学生 コア

6 F 10代 高校生 中高生

7 G 10代 高校生 中高生

8 H 10代 高校生 コア・中高生

9 I 10代 高校生 中高生

10 J 10代 中学生 コア・中高生

11 S 30代 ソーシャルワーカー 運営・コア

表４　zoomを利用したオンライン活動の回数と参加者数

オンライン活動 回数 分 参加者数

2020年4月 23 5229 492

2020年5月 28 5721 508

2020年6月 15 2757 219

2020年7月 18 2716 235

2020年8月 17 3315 213

合計 101 19738 1667
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表５　国や自治体、災害ボランティア、ソーシャルワーカー三者の動き
き動のーカーワルャシーソき動のアィテンラボ害災き動の体治自や国き動/時日

2月24日 「新型コロナウィルス感染症対策専門家会議」基
本方針発表

新型コロナウィルスに関する情報収集、状況分析を行う。中高生・コアグループに所属するボラン
ティアの動きを観察。学生が参加できるオンラインイベントを発見し、Ｃに紹介する。

厚生労働省の発表がコアグループメンバーにより、コアグループで共有される。事務
所利用の制限を検討し、活動休止の方向に向かう。

コアグループのやり取りを観察。SNSを活用し、NPOに所属している中高生や大学生、SNS利用者
の投稿から、子ども・若者の生活状況を把握する。

中高生メンバーより、繁華街での声かけ活動の継続と居場所
（事務所）利用の希望が確認される。
Ａは、ソーシャルワーカーの意見を聞き、助言を受けた後、中高生グループ内で中高
生の意見を聴く。

。う伝手を成作」ルール用利所務事「案提のＣ。成作」ルール用利所務事「、りなと心中がＣ

2月28日 卒業式、中止・縮小の検討が相次ぐなか、名古屋
市教育委員会が記者会見を開く

「事務所利用ルール」をコアグループで共有・承認
中高生グループで共有

コアグループで「事務所利用ルール」が承認されたことを確認。

2月29日

大阪市立の小中学校・幼稚園を休校・休園（大阪
市）。名古屋市は臨時休校の期間中、自宅で過ご
すのが困難な子どもを学校で受け入れる（高校を
除く）ことを発表

中高生ミーティング実施。街頭パトロール中止。事務所を開所し、中高生メンバー
や当日ボランティアの交流機会を設ける【11名】

中高生・学生ボランティアが集う事務所に足を運び、意見を直接聞いたり、参加者で意見交換をし
たり、新型コロナウィルスに関する情報共有の機会を設ける。Ａからの個別相談も受ける。予防・
減災を目的としたネットワークづくりとアウトリーチとニーズ把握。

3月2日

全国の小中高が休校。公共施設も閉館。
新型コロナウィルス感染症対策専門家会議「軽症
者・若者が重症化するリスクの高い人へ感染を広
めている可能性がある」と発表。

中高生メンバーから街頭パトロール開催の案内と「マスク着用のお願い」「無理し
ないで来てね」の呼びかけが行われた。

帰宅後、NPOが居場所開放をすることをFacebookとTwitterで発信した。Ｃと作成した「事務所利
用ルール」を画像添付し、公開している。居場所利用に対するニーズの高さと、感染対策をふまえ
ながら活動継続をすることをフォロワー約4700人に知らせている。。

3月4日
ミーティング開催 【7名】他の援助機関が続々と閉鎖したことが参加者から共有され
ている。「こんなときだからこそ、活動しないと」「子どもや若者の居場所が閉鎖
するって、意味ないよね」という意見が出る。

事務所に足を運ぶ。
居場所（事務所）利用している少女から、意見を聴く。

3月5日 Ａは、Ｓに①活動を行うことに対する世間からの批判、②組織運営上の課題につい
て相談する。

Ａから相談を受け、回答している。

3月7日、14日、21日：街頭パトロール実施 【計49名】
Ｃが学生団体によるオンラインイベントをコアグループ内で共有。

7日、14日の街頭パトロールを見学する。

3月11日、18日、25日：ミーティング開催【計27名】
。たし察観を者加参、てし通を加参動活。加参ルサトッフ】名32【Ｃ者当担。施実ルサトッフ、日51月3

3月28日 街頭パトロールが中止される。

4月1日
新型コロナウィルス感染症対策専門家会議より、
都市部で感染症数が急増。医療供給体制の課題に
ついて言及した。

Ｂがコアグループで「今日はオンラインミーティングをやらないのでしょうか」と呼
びかけるが、メンバーから反応を得られずミーティング中止。

4月2日 Ｓの問いかけに対して、ＡとＢ、中高生グループが反応。二人を中心にNPOのオンラ
イン活動体制整備が進んだ。

コアグループに対し、「コロナ災害で虐待被害や孤立する恐れがある」と伝え、アウトリーチや居
場所づくりの必要性」を伝えた。具体案は挙げず、「オンラインによるミーティングなら参加しや
すい？」と問いかけた。

4月3日
Ａはコアグループで「コロナの影響がこれまでほど甘く見ていられない状況になって
いるが明日の活動どうしますか」「ここで（活動するかどうかを）決めておきた
い」と発言。グループ内では反応なし。

意思決定が難航している様子を確認したため、コアグループに「日時を決めて、zoomやテレビ電話
で話す機会をもちたい」と伝えた。

4月4日

Aはコアグループ内で「活動するか」「中止するか」の意見を求めた。NPOの全グ
ループに対して、夜20時から自由参加のオンラインミーティングが開催されること
が告知された。その結果、NPOに所属する26名のボランティアがミーティングに参
加した。参加者から活動することのリスクやデメリットが共有された。自粛期間が長
引き、無力感や喪失感、脱力感を語る参加者もいた。一部の中高生ボランティアか
らは、「活動したい」「災害時こそ声かけや居場所が必要」という意見があがっ
た。中高生の発言に他参加者も賛同した。※zoom運用開始

コアグループに対し、意思決定は「活動する」「しない」の選択肢による多数決で問題ないか、再
確認をした。その後、Ａと協力してオンラインミーティングを開催した。中高生や活動再開を希望
するボランティアの意向を確認し、全校休校や援助機関閉鎖による影響を考えてもらい、課題の共
有を図ることができた。具体的なアクションとして、情報発信やアウトリーチ・カフェを導き出し
た。ミーティング終了後、SNSフォロワーに対して外出自粛や支援機関閉鎖により発生した問題に
ついて説明し、広く協力を呼びかけた。

4月6日 ミーティング開催 司会Ａ【30名】（オンライン）
オンライン相談特設サイトの作成 560分（オンライン）

オンライン相談特設サイトの作成を手伝う。支援情報の掲載を追加。アクセシビリティを高めるた
めの工夫を施す。オンライン相談窓口の告知と情報発信の必要性について全体ミーティングで共有
する。

4月7日 。認確で体全アィテンラボ、開公のトイサ設特談相ンイランオ言宣態事急緊 県府都7
オンライン相談特設サイトの告知、宣伝
オンライン居場所づくりの開所時間について、Twitterユーザーを対象にアンケート調査を実施。

4月8日 ミーティング開催 司会Ａ【34名】（オンライン）
4月10日～
4月12日

10日：愛知県緊急事態宣言
外出自粛の協力を要請

11日：中高生ミーティング開催 司会Ｄ【22名】
（オンライン）

12日：意思疎通をスムーズに図るため、運営グループ作成。運用開始。
県議会議員に「子ども・若者を対象としたオンライン居場所の整備」について提案。

4月15日～
4月16日

16日：緊急事態宣言※愛知県を含む13都道府県外
出自粛・休業要請

15日：Ａ・Ｂ・ＣによるYouTubeライブによる友達づくり企画・新歓イベントが開
催【239名】

イベント終了後、Ａが中心で活動を展開するのもよいが、中高生ボランティアのオンライン活動を
任せてもよい、とＡに提案。

4月18日
Twitter連携アプリ「質問箱」の運用。オンラインによる居場所づくりアウトリー
チ・カフェ（仮称）開催。参加者全員で居場所づくりについて考える。司会Ａ・Ｓ
【28名】101分（オンライン）

参加者とオンラインによる居場所づくりについて一緒に考える。
オンライン相談やアウトリーチ・カフェについて、メディアに向けてプレスリリースを打つ。

4月25日

コア・中学生グループにアウトリーチ・バーの開催告知。
アウトリーチ・カフェ開催 司会Ｆ【51名】136分（オンライン）
アウトリーチ・バー開催 司会Ａ【22名】445分（オンライン）
Ｃがアウトリーチ・カフェのテンプレートを作成。運営グループで共有。

支援機関や保護者を対象に、オンライン相談や居場所づくりの必要性を伝えるため、YouTube動画
作成を開始。
オンラインでの居場所づくりに挑戦したい人を募る。
Ｃの作成したテンプレートを次回のミーティングで共有するよう助言。

4月29日

全体ミーティング開催。Ｃ案のアウトリーチ・カフェのテンプレートが共有される。
司会Ｄ【37名】その後、運営ミーティングが開催される司会【Ａ】（オンライン）
560分。災害ボランティアの育成、組織体制の見直しが行われる。運営グループによ
り教育担当者制度が検討される。

全体ミーティングと運営ミーティングに参加する。災害ボランティアの体制について一緒に考え
る。教育担当者制度による「権威やパワーの濫用に注意が必要」と伝えておく。

4月30日 中高生ミーティング開催。アウトリーチ・カフェの運営を中高生が担うことが決定。
中高生主体で企画内容を考える。司会Ｄ【24名】（オンライン）

YouTubeにて、「5分で解説！休校や外出自粛時における相談活動の必要性と”オンライン”による居
場所づくり」配信。SNSを活用して拡散する（1208回再生）。

5月2日 アウトリーチ・カフェ開催 司会Ｆ・Ａ【31名】82分（オンライン）
アウトリーチ・バー開催 司会Ａ【37名】702分（オンライン）

コロナ災害におけるオンライン相談や居場所づくりについて、マスメディアに対してプレスリリー
スを打ち、その必要性を災害ボランティアに伝える（ソーシャルアクション）。

5月4日～
5月5日

4日：緊急事態宣言延長（国）
5日：中部日本放送（番組名チャント！）「ステイホームと言われても虐待 家にいら
れない子どもたち」でアウトリーチ・カフェが紹介。

5月9日
新聞社から取材依頼があり、対応しながらオンライン活動を行う。
アウトリーチ・カフェ開催 司会Ｇ【35名】154分（オンライン）
アウトリーチ・バー開催 司会B【13名】188分（オンライン）

新聞社の取材対応を手伝う。アウトリーチ・カフェについて説明。
アウトリーチ・カフェ動画を記録。アウトリーチ・カフェの動画を編集加工し、YouTubeで配信す
る。広く拡散する。

5月14日 愛知県対象区域解除 アウトリーチ・シンポジウムを企画、提案する。

5月16日
学生オンライン新歓イベント開催（オンライン）
アウトリーチ・カフェ開催 司会Ｉ【24名】96分（オンライン）
アウトリーチ・バー開催 司会B【13名】188分（オンライン）

アウトリーチ・カフェ見学。シンポジウム後、シンポジウム参加者との交流会の時間を設けるよう
提案。支援者とのコミュニケーションや実践報告は大学生・中高生に任せたらと提案。

5月20日 朝日新聞名古屋朝刊にアウトリーチ・カフェの取り組みが掲載。 運営グループに所属するメンバーのブランディングを行う。

5月23日

街頭パトロール再開、オンライン活動も継続。
アウトリーチ・カフェ開催 司会Ｊ【35名】251分（オンライン）
アウトリーチ・バー開催 司会B【13名】188分（オンライン）
役割分担で中高生メンバーはオンライン活動を担当。

研修講師「コロナ禍でソーシャルワーカーができることを考える：オンラインアウトリーチの取り
組みから」を引き受け、実践報告を行う【50名】。知り合った専門職に、カフェやミーティングの
参加を呼びかけている。その後、アウトリーチ・カフェを見学。

5月24日 25日：緊急事態宣言解除（国） アウトリーチ・シンポジウムを開催。司会Ｓ【63名】交流会司会Ａ・Ｂ【18名】
（オンライン）

シンポジウムで実践報告を見守り、司会と調整役を務める。シンポジウム後の交流会は意図的に参
加せず、中高生（災害ボランティア）と支援者で直接交流してもらう。

災害対策に関して活発に議論しているのは専門家ばかりで、子どもや若者は災害対策に参加する機
会も得られず、単なる情報の消費者となっていると感じた。そのため、SNSやコアグループで中高
生メンバーの意見の重要性を伝えた。Ａから個別で相談を受けた。

オンラインでの活動事例がないか調査。発見した活動事例をＣに共有（3月28日）
コアグループ内では発言せず見守る。SNSを活用して、ボランティアの行動を観察。

荒井作成動画 YouTube431回 Twitter777回 計1208回

2月27日

3月2日から全国の小中高に休校
要請（首相）
北海道の小中学校一斉休校
※一部28日から休校（北海道）

3月7日～
3月25日

WHO（世界保健機関）は「新型コロナウィルス
の流行について、パンデミック相当である」と見
解を示した（3月11日）。新型インフルエンザ等
対策特別措置法改正（3月13日公布）

愛知県「愛知県新型コロナウイルス感染拡大予防対策指針2020年5月26日」https://www.pref.aichi.jp/uploaded/life/300315_1122845_misc.pdf
文部科学省「新型コロナウイルス感染症に関する学校の再開状況について」（令和2年6月1日時点）※6月4日15時修正
https://www.mext.go.jp/content/20200603-mxt_kouhou01-000004520_4.pdf
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